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平成27年度 消費税法改正のお知らせ
税務署ニュース
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東北税理士会郡山支部
税理士 橋本 浩介

税のミニ通信

　認定医療法人制度とは、平成２６年８月１２日に新設された制度であり、経過措
置型医療法人が持分のない医療法人に移行することを促進するために、一定期
間の移行促進政策であり、①移行計画の認定制度、②税制措置、③融資制度の３
つからなる。

　この経過措置型医療法人の出資持分に対しては、実務上２つの問題が取りざた
されている。第１に、医療法人の出資持分は、相続税の課税対象になるので、事業
承継に際して多額の相続税負担が生じる可能性があることである。第２に、社員
が退社する際、払戻請求された場合には、持分に応じて払い戻しをしなければな
らなくなるので、医療法人の財産的基盤を揺るがす可能性があるということである。このことから、経
過措置型医療法人では、出資持分を放棄して、持分なし医療法人へ移行する検討が必要となる。
　しかし、税制上は、出資者が持分を放棄した場合、医療法人を個人とみなして贈与税を課税するとさ
れている。さらに、相続税を不当に減少したとはならない「組織の運営が適切であること」（相続税法施
行令33条3項）に関する法令解釈通達１５において「社会的存在であること」の判断基準の例示として、
社会医療法人、特定医療法人が示されている。
　この点、川渕（2014）は、「今回の税制改正では、『持分の定めのない医療法人』への移行促進の肝で
ある（中略）要件』の緩和が期待」されていたが、「厳しい要件は残ったまま」である、としている。この法解
釈と事実認定上、通達に例示されているような社会医療法人、特定医療法人が判断基準となれば、実務
上は、ファミリー経営の小規模の医療法人は、認定医療法人制度が新設されたとしても、この要件を満
たさなければ、贈与税の負担なしに、持分なし医療法人への移行することができなくなってしまうとい
うことが考えられる。
　そのため、通達の法原性についてはさておき、この通達の改正を求める動きもある。例えば、松田
（2012）は、特定医療法人の基準では39床以下の病院とすべての診療所は、「現状では、社会医療法人
の認定基準を充足する」しかないため、「課税行政が定めた『社会的規模として認識されている程度の
規模を有しているもの』を理由に制限を加えるという不合理（法）と思われる」とし、この通達の「改正を
主張している」としている。
　また、湯沢（2015）は、「国税としては、課税の公平の観点からこの移行期間中に、具体的にこういう
要件を満たせば医療法人に贈与税が課税されないとは明言しにくいのではないだろうか。一方、厚生省
はこの移行期間中にできるだけ多くの医療法人に移行してもらいたいと考え、また移行に際して医療法
人に贈与税を課税してほしくないと考えている。いくら担当省庁が違うとはいえこの期間中に課税を行
うことは他の行政機関が行おうとする政策に水を差すことになるのではないだろうか」としている。
　新設された認定医療法人制度を広く利用するためには、「法令解釈通達１５」における「社会的存在」
として例示される社会医療法人、特定医療法人を見直す必要がある。具体的には、特定医療法人の基準
を満たさない39床以下の病院とすべての診療所が、社会医療法人の認定基準を充足しない場合に、贈
与税が課税されるかどうかを明確にすべきと考える。

ファミリー経営の医業の事業承継と
「認定医療法人制度」（「法令解釈通達１５」）の問題点
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「決算申告説明会開催」 自主点検チェックシートの配付「決算申告説明会開催」 自主点検チェックシートの配付
　８月２０日、「７月、８月決算申告説明会」を南東北総合卸センター組合会館で開催した。はじめに法人会より配
付した、税務調査で指摘を受ける事項の減少や調査の対象から除かれることを期待するために作成した「自主
点検チェックシート」の使い方について説明した。次
に郡山税務署の笠原審理専門官より、法人税・消費
税等税制改正の概要及び決算の留意点について、わ
かりやすく解説いただいた。また、施行間近に迫った
マイナンバー制度について、チェックリストを参考に
準備の進め方や、管理・保管の注意点について説明
を行った。
　参加者は真剣にメモを取り理解を深め、終了後も
個別に質問をするなどしていた。

福島県法人会連合会
女性部会連絡協議会・青年部会連絡協議会
合同会員研修会「二本松大会」記念講演会

福島県法人会連合会
女性部会連絡協議会・青年部会連絡協議会
合同会員研修会「二本松大会」記念講演会
演　題／「経営上のトラブルに巻き込まれないために」
     ～これだけは知っておきたい法律知識～
講　師／弁護士　大澤 孝征　氏
日　時／平成２７年１０月１３日（火） １４：００～１５：３０
場　所／岳温泉 陽日の郷 あづま館

※一般公開、聴講無料

お申込み・お問い合わせ／公益社団法人二本松法人会事務局
　　　　　ＴＥＬ/ＦＡＸ：０２４３－２２－８６８８
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